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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　タイ国エイズ予防・地域ケアネットワークプロジェクトは、1998年２月１日から、５年間の協

力期間でパヤオ県において実施しているものです。

　1999年１月、協力開始後約１年が経過し、上記技術移転の活動が軌道に乗りつつあるところ、国

際協力事業団は、本プロジェクト派遣中の専門家の活動状況、タイ王国側の対応等、現状を確認

し、プロジェクト実施上の問題点の把握と今後の対応策について、両国双方で協議することとし、

１月25日から１月30日までの日程で、東海大学医学部長黒川清氏を団長として、運営指導調査団

を派遣しました。

　ここに本調査にご協力を賜りました関係各位に、深甚なる感謝の意を表しますとともに、プロ

ジェクトの効果的な実施のために、今後とも、ご指導ご鞭撻をお願い申しあげます。

　平成11年２月
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１．１．１．１．１．運営指導調査団の派遣運営指導調査団の派遣運営指導調査団の派遣運営指導調査団の派遣運営指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　タイ王国（以下、タイ）国民のエイズ感染率は１％を超えており、感染予防対策のみでなく、エ

イズ患者との社会的共存が可能なケアシステムの構築まで含めた施策が必要となっている。

　タイ政府としても1991年に「国家エイズ委員会」を設立し、「エイズ予防対策国家５カ年計画」

（1997年～20001年）を策定するなど予防策については積極的に取り組んできている。上記予防策

を強化するため、タイ政府の要請に基づき、わが国は1993年から３年間「エイズ予防対策プロジェ

クト」を実施した。

　上記のプロジェクトの成果および社会的状況を背景としタイ政府は地域（特に郡）でのケアシ

ステムの構築をめざし、本件プロジェクトによる協力を要請してきた。

　プロジェクトは1998年２月１日にスタートし、プロジェクトの活動場所がパヤオとバンコクに

分かれていることもあり、立ち上げに若干時間を要したものの、参加型セミナーの実施等により

徐々に普及活動を広げつつある。

　プロジェクト開始後ほぼ１年を経たこの時期に、これまでの活動の進捗状況を確認、プロジェ

クトの運営上の問題があればその対応策を先方と協議し、今後のプロジェクト活動のより一層の

円滑化を図ることは非常に有意義と判断し、上記の目的で本件調査団を派遣した。

１－２　調査団の構成

　　　　　 担　当 　　　氏　名　　　　　　所　　　属

　団　長　総　　括　　黒川　　清　　東海大学医学部長

　副団長　保健政策　　田中喜代史　　国立国際医療センター国際協力局長

　団　員　協力計画　　山田　史子　　国際協力事業団医療協力第一課職員
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) タイ側

１）DTEC

　Banchong Amornchewin Chief of Japan Sub-Division

２）保健省

　（氏名未確認） Acting Permanent Secretary

　Dr. Supachai Kunaratanapruk Consultant for Development of Health System

　Ms. Udomsiri Parnrat Provincial Hospital Div.

　Ms. Napa Wongsilp Rural Health Div.

３）パヤオ県

　Mr. Kampol Governer of Phayao Province

　Dr. Petchsri Sirinirund Phayao Provincial Chief Medical Officer

　Dr. Aree Tanbanjong Phayao Deputy Provincial Medical Officer

　Dr. Chedseda Phayao Deputy Provincial Medical Officer

順日 日　月 日曜 務　業　び　よ　お　動　移

１ 月１ 52 日 月 （クコンバ→田成 717LJ ）
せ合打内団

ACIJ 会談懇催主長所務事

２ 月１ 62 日 火 （イランェチ→クコンバ 231GT ）
）輌車（オヤパ→イランェチ

せ合打と家門専
会談懇のとトーパータンウカ

３ 月１ 72 日 水 察視トイサトクェジロプ　前午
議協のとトーパータンウカ　後午

　　　 TZA 式与供の等
会談懇のと者係関省健保　　　

４ 月１ 82 日 木 議協のとトーパータンウカ　前午
察視トイサトクェジロプ　後午

）輌車（イランェチ→オヤパ　　　
（クコンバ→イランェチ　　　 341GT ）

５ 月１ 92 日 金 　前午 CETD 敬表）関機口窓の入受助援＊（
ンイサ、議協　　　
敬表官次省健保　後午

、館使大本日　　　 ACIJ 告報
（田成→クコンバ　　　 817LJ 員団田山、長団川黒＊）

６ 月１ 03 日 土 （田成→クコンバ 046GT 長団副中田＊）
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４）ラックス・タイ財団

Kumiko Sakata Japanese Coordinator, CARE Thailand

(2) 日本側

１）在タイ日本国大使館 山田書記官

２）JICAタイ事務所 岩口所長

梅崎次長

笛吹所員

３）プロジェクト 帖佐専門家

加文字調整員

近藤専門家

　　（単発）吉池専門家
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２．２．２．２．２．総　括総　括総　括総　括総　括

　世界のHIV/AIDSは3000万人といわれ、特にアフリカとアジアで急速に増加している。アジア

ではタイのエイズは公衆衛生上の重要課題であり、タイ政府の要請を受けた従来のJICA調査報告

とプロジェクトに基づいた本プロジェクトでは、タイの中でもHIV感染の頻度がきわめて高いパ

ヤオ県での調整を行い、これに対する地域での人的資源の開発を含めたモデル形成を行うプロジェ

クトである。

　この地域の妊婦HIV調査の結果では２、３年前まで約10％がHIV感染者であり、その後の教

育、地域の対応などにより、現在では妊婦HIV陽性率は５％程度に減少している。避妊などにつ

いての対策はピル、あるいはエストロジェン注射などにより十分な対策が行われており、さらに

エイズについてはコンドームの普及がみられている。

　しかし、ここでの大きな問題はHIV母子感染の予防、あるいは地域社会での患者の看護と介護

の問題、さらに持続的ケアの確立としての人的資源の育成と、地域としてのヘルスケアの対策と

してのシステムの確立という大きな問題があり、これらの目的に沿った包括的モデルを構築して

いくというプロジェクトである。

　今回の運営指導調査団は、特に現地のタイ側カウンターパートおよび日本からの調査団、チー

フアドバイザーとしての帖佐チーフアドバイザー、その他のエキスパートとの会合をもち、さら

に現地を視察し、これらの問題の調査と、さらにこれからのプロジェクトの適正な運営について

のアドバイスを行うものであった。また今年度の補正予算による開発福祉支援事業の一環として

供与が決められていたAZTと乳児への粉ミルクの贈呈式が行われた。

　現地での熱意は十分にあり、さらに有能なスタッフを構築できているところは大変に印象に残っ

た。実際の社会医学的な調査を行う方策、あるいは看護と介護対策の構築については、予算の制

限などから当然プライオリティのセッティングが行われるべきであるし、特に調査方式について

は科学的根拠に基づいた方策を十分に検討することなどがかなり深く議論された。また現地では、

郡病院、ヘルスセンターなどを訪問し、それらで行われている医療の現場、またHIV患者に対する

デイケアの活動、さらに独立した訪問看護部門の視察を行った。さらに、地域においてNGOなどの

ヘルスボランティアとコミュニティが一体になったAIDS患者に対する支援体制の現場に行って、

患者とその家族とも話し合いをする機会があったのは大変有意義なことであった。

　これらの地域モデルはかなり普遍性が高く、本プロジェクトでは経済的状況を十分に考慮した

プライオリティの設定がきわめて重要であることが認識され、医療提供側の施設とマンパワーお

よびボランティアと行政の立場からの人材の開発研修などの有機的連携が重要であることが認識

された。
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３．３．３．３．３．プロジェクト実施上の諸問題プロジェクト実施上の諸問題プロジェクト実施上の諸問題プロジェクト実施上の諸問題プロジェクト実施上の諸問題

３－１　プロジェクトの進捗状況

　本プロジェクトは、1998年２月にスタートしたところであり、今日までは日本側とタイ側双方

が今回の医療技術協力プロジェクトの内容や進め方についての十分な理解と認識を共有化すべき

期間であったと考える。この点については、今回の調査団とJICAプロジェクトチーム、タイ保健

省、パヤオ県衛生部との協議を通じ、両国のこのプロジェクトに対する相互理解が今日までの活

動により深められていることがうかがわれた。

　具体的な活動の進捗状況については、年次計画による長期、短期専門家派遣、カウンターパー

ト研修は予定どおり行われており、プロジェクト推進のための環境整備の段階にあってこれから

の活動が期待される。

３－２　問題と対応策

　現在までのプロジェクトの進め方等について取り上げるべき問題点は、スタートして間がない

こともあり、特にはない。

　しかしながら、今回の現地調査において感じたのは、日本においても同様であると思われるが、

HIV患者・感染者の実体把握が十分なのかどうかについての検討を行うとともに、この地域で最

も可能性の高い把握の手段についての検討が必要と思われること、および患者・感染者に対して

のプライバシーについても一段の配慮が必要であるということである。

　一方、県内でHIVの対応が最も進んでいるのは郡病院ということではあったが、母子感染予防

活動、患者・感染者に対するデイケア活動、独立した訪問看護部門の設置などの施策がとられて

いる。また、ヘルスセンターにおいても患者・感染者の把握や家庭訪問などが行われている。現

地の熱意は高く評価できるが、調査の手法の導入について、できるだけ科学的手法の検討が必要

との点での議論が深められた。さらに地域においてはヘルスボランティアが配置されている。

　これらのことから、このプロジェクトの推進に寄与する可能性のある人的、物的資源が存在し

ており、医師、看護婦、ボランティア、行政官等に対する人材開発研修等を通じこれらの有機的

連携を図ることこそ本プロジェクトのねらいのひとつでもあり、大いに期待できるものと思われ

た。現地コミュニティレベルの患者に対する対応は、一般の教育の普及と相まってコミュニティ

のサポートが一体となって行われていることが感じられ、大変に有意義な訪問であった。このよ

うなサポートの発展にはNGOなどの協力が大きな力になっている。

　その他の点では、予算的、経済的な問題もあって残念ながら患者・感染者に対する根治的治療

面には取り組めないが、母子感染予防のため感染妊婦へのAZTの投与および乳児への粉ミルクの

投与はその有効性も認められていることから、何らかのかたちで右感染予防への協力を引き続き
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本プロジェクトに取り入れることが望まれる。

３－３　資機材の利用状況

　調査団派遣時には、1998年度現地調達機材は本邦にて手続き中であったため、携行機材のみの

利用状況を調べた（別添）。

　パソコンについては比較的短期間に複数台が故障して本邦へ託送、修理しているが、現時点で

はいずれの機材も良好な状態にあり、管理体制にも問題はないと思われる。
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４．４．４．４．４．合同委員会の協議事項合同委員会の協議事項合同委員会の協議事項合同委員会の協議事項合同委員会の協議事項

４－１　経緯と概要

　まず、先方（Dr. Petchsri）からこれまでの実績について、資料に基づき説明と適宜質疑応答が

行われた。特にデータの取り方やその利用について調査団から質問、指摘が多くあった（近藤専

門家によれば統計の基礎を理解しているカウンターパートはいないため母集団の取り方自体が信

頼できるものではないとのことであったが、この場での議論でもその感は否めなかった）。また研

修の教材に関しインターネット（HIV/AIDSのホームページ）の利用が考えられるとのアドバイス

も調査団からあった。

　ミニッツ自体の検討に入る前に先方の説明とこれに関する細かい質疑に時間を要したこともあ

り、議長（Dr. Supachai）から次回は調査団の派遣前にプロジェクト専門家とカウンターパート

との間で十分に議論し中間報告書（Interim Report）を作成するよう提案があった。

　次に調査団から今回のミニッツの添付資料であるプロジェクト・デザイン・マトリックス（以

下、PDM）の修正版に関し、プロジェクト開始にあたって結んだ討議議事録（R/D）の内容は添

付資料を含め変更を要する場合少なくとも国内委員会に諮り承認してもらう必要があり、今回は

残念ながら調査団派遣前の国内委員会で本件PDMの修正について（修正案はミニッツ案の本文とは

別に遅れて本部に接倒したので）検討できなかったことを説明した。そしてそのうえで、この場

では修正点と修正理由について説明を受け、ミニッツにその旨を記載し帰国後国内委員会で検討

することとしたいと提案し、先方の了承を得た。

　また本プロジェクトの６つのコンポーネントが現在のマンパワーでカバーするには範囲が広く

結果として焦点がぼけてしまうおそれがあることに鑑み、調査団から「毎年活動の評価を行い必

要に応じ計画の見直しと修正を行う」旨をミニッツに記載することを提案し、先方の合意を得た。
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①　ミニッツ

②　機材管理状況リスト
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